
公益財団法人　公正取引協会

１. 基本財産及び特定資産の明細

２. 引当金の明細

目的使用 その他 期末残高

退職給付引当金 64,765,504 3,624,607 -           -        68,390,111

賞与引当金 3,400,000 2,334,793 3,400,000   2,334,793

附属明細書

　基本財産及び特定資産については、次頁「財務諸表に対する注記」に記載している。

科　　　目 期首残高 当期増加額
当期減少額

(単位：円)



公益財団法人　公正取引協会

１. 重要な会計方針

        最終仕入原価法による原価法を採用している。

　　　　建物附属設備・・・・・定率法(但し平成28年4月1日以降取得したものについては定額法）

２. 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

科　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
基本財産
利付国債 163,975,000 32,464,750 131,510,250

小計 163,975,000 0 32,464,750 131,510,250
特定資産
退職給付引当資産 64,765,504 3,624,607 68,390,111
減価償却引当資産 16,000,000 16,000,000
事務所拡充積立資産 4,000,000 4,000,000
研究助成準備資産 5,000,000 5,000,000
公益事業実施資産 56,412,600 6,301,300 50,111,300
奨学金事業資産 73,766,294 4,341,490 69,424,804

小計 219,944,398 3,624,607 10,642,790 212,926,215
合　　　計 383,919,398 3,624,607 43,107,540 344,436,465

３. 基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

科　　　目 当期末残高
(うち指定正味財
産からの充当額)

(うち一般正味財
産からの充当額)

(うち負債に対応
する額)

基本財産
利付国債 131,510,250 131,510,250

小計 131,510,250 0 131,510,250
特定資産
退職給付引当資産(利付国債･定期預金) 68,390,111 68,390,111
減価償却引当資産(定期預金） 16,000,000 16,000,000
事務所拡充積立資産(利付国債) 4,000,000 4,000,000
研究助成準備資産(利付国債･定期預金) 5,000,000 5,000,000
公益事業実施資産(利付国債) 50,111,300 50,111,300
奨学金事業資産(みずほFG劣後債・普通預金) 69,424,804 69,424,804

小計 212,926,215 69,424,804 75,111,300 68,390,111
合　　　計 344,436,465 69,424,804 206,621,550 68,390,111

４. 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

科  　 目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高
建物附属設備 4,491,518 4,491,514 4
什 器 備 品 10,099,089 9,533,857 565,232

合  計 14,590,607 14,025,371 565,236

５. 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は次のとおりである。
(単位：円)

金額

4,000,490
4,000,490

内　　　容
経常収益への振替額

「奨学金事業」への充当額
合　　　計

　　　　什器備品・・・・・・・定率法

(単位：円)

　　　　退職給付引当金
　　　　　役職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務に基づき

 (5)リース取引の処理方法
　　　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス
　　　　リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ
　　　　ている。
 (6)消費税の会計処理
　　　　　消費税の会計処理は、税込方式によっている。

(単位：円)

(単位：円)

　　　　賞与引当金
　　　　　職員の賞与の支給に備えるため、当期に帰属する期間の支給見込み額を計上し

ている。

　　      時価のあるもの・・・・・期末日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は
　　　　　　　　　　　　　　　　　移動平均法により算定）によっている。
　　　　　時価のないもの・・・・・移動平均法による原価法によっている。
 (3)固定資産の減価償却の方法

 (4)引当金の計上基準

　　　　当事業年度末において発生していると認められる額を計上している。

財務諸表に対する注記

 (1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

 (2)有価証券の評価方法
      その他の有価証券


